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の様々な機会を通じて国民保護措置の重要性について広く啓発を行う。 

 その際、点字や外国語を使用した広報媒体を使用するなどして、障害者、外国人

等に配慮する。 

 

 

第６節 訓練 

 

 町は、単独、又は国、府をはじめ関係機関、他の市町村等と共同し、防災訓練との

有機的な連携を図りながら、国民保護訓練を実施する。 

 訓練の実施にあたっては、以下に示す訓練項目などを実践的に実施できるよう、実

動訓練（人や物などを実際に動かす訓練）や図上訓練（状況付与に基づいて参加者に

意志決定を行わせる訓練）など訓練形態を適切に選択しながら行うほか、住民の自発

的な協力を得て、住民参加型の訓練を実施する。 

 その際、特に高齢者、障害者その他特に配慮を要する者への的確な対応が図られる

よう留意する。 

 なお、訓練終了後は、訓練評価により課題や教訓を明らかにしたうえで、計画の見

直し等に反映させる。  

 【訓練項目】  

ⅰ 対策本部の設置・運営訓練  

ⅱ 被害状況、安否情報などの収集・提供訓練   

ⅲ 警報・避難指示などの通知・伝達訓練  

ⅳ 避難誘導訓練   

ⅴ 救援実施訓練   

 

 

  第７節 備蓄 

 

１ 町における物資及び資材の備蓄・整備  

 (1）防災のための備蓄の活用 

町は、住民の避難や避難住民の救援等に必要な物資及び資材のうち、国民保護

措置のための備蓄と防災のための備蓄とを相互に兼ねることができるものについ

ては、地域防災計画で定められている備蓄品目や備蓄基準等を踏まえて備蓄・整

備し、適宜備蓄の品目、備蓄量、備蓄場所、物資及び資材の供給要請先等の確実

な把握、点検等を行う。 


